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最近の道内景気は、横ばい圏内にあるものの一部に持ち直しの動きもみられる。

需要面をみると、個人消費は、天候不順の影響などから総じて弱めの動きとなっている。

公共投資は、国および地方自治体の財政面での制約から減少傾向にある。設備投資は、製造

業の能力増強投資を中心に幾分上向いている。住宅投資は、基調としては堅調に推移してい

る。

生産面では、生産活動は緩やかに持ち直している。また、雇用情勢は厳しさに変わりない

ものの改善の動きが続いている。企業倒産は、件数は減少したが、大型倒産の発生から負債

総額は増加した。
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①個人消費

４月の大型小売店販売額（既存店ベース、

前年比▲２．１％）は、百貨店・スーパーとも

に前年を下回った。百貨店（前年比▲２．６％）

は、気温が低めに推移したことから衣料品な

どが低迷し、前年を下回った。スーパー（同

▲１．９％）は飲食料品や衣料品が減少し、前

年を下回った。

コンビニエンスストア（同▲３．７％）は、

減少している。

②住宅投資

４月の新設住宅着工戸数は、４，３４０戸（前

年比▲５．５％）となった。持家（同＋３．８％）

は前年を上回ったものの、分譲（同▲３２．９％）

および貸家（同▲４．７％）が前年を下回った。

１～４月の着工戸数累計では、１２，１８７戸

（前年同期比＋４．１％）となり、持家と貸家の

増加から前年を上回った。

道内経済の動き
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③鉱工業生産

４月の鉱工業指数は、前年に比べ生産で

は、窯業・土石製品工業やパルプ・紙・紙加

工品工業などが減少したものの、電気機械工

業や金属製品工業などが増加した。

前月比では▲１．１％と２ヶ月ぶりに低下し

たが、前年比では＋０．３％と２ヶ月連続で上

昇した。

④公共投資

４月の公共工事請負金額は、１，５１８億円

（前年比＋８．２％）と２ヶ月ぶりに増加した。

発注者別では、道や市町村が減少したが、独

立行政法人などが増加した。

１～４月からの累計では請負金額２，７７５億

円（前年同期比▲１．１％）と減少基調が続い

ている。

⑤雇用情勢

４月の有効求人倍率（全数）は０．５５倍とな

った。前月比０．０４ポイント上昇した。

なお、新規求職者数（前年比▲２．０％）お

よび新規求人数（同▲３．３％）はそれぞれ減

少した。

道内経済の動き
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⑥来道客数

４月の来道客数は、８２３千人（前年比

＋０．１％）と４ヶ月振りに前年を上回った。

１～４月の累計来道客数は、３，５４０千人

（前年同期比▲２．５％）と前年を下回ってい

る。

⑦貿易動向

４月の道内貿易額は、輸出が前年比＋３．９％

の２４９億円、輸入が同＋２２．６％の１，０１９億円と

なった。

輸出は、自動車の部分品や鉄鋼などが増加

し、２ヶ月連続で前年を上回った。

また、輸入は原油及び粗油などが増加し、

１０ヶ月連続で前年を上回った。

⑧倒産動向

５月の企業倒産は、件数が３７件（前年比

▲２１．３％）は減少したが、負債総額は大型倒

産の発生から２９５億円（同＋１１５．３％）と大幅

に増加した。

業種別では、建設業とサービス業が最も多

く各９件、続いて小売業６件、卸売業、運輸

・通信業各５件の順となっている。

道内経済の動き
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「産学官連携」から「産学官金連携」へ

「産学官金連携」という言葉をご存知でしょうか。

企業と大学等が共同で研究を行い、企業が事業化するのが「産学連携」で、昔から様々な分野

で行われてきました。企業にとっては、資金・人材・設備等は（大学等の負担分を除けば）自賄

いであることからリスクが大きく、「産学連携」を行う企業は限定的でした。

「産学連携」に、官庁が制度面での後押しや国・公立の試験研究機関における共同研究を加え

たのが「産学官連携」で、１０年ほど前から積極的に進められています。バブル経済崩壊後の国内

景気の落ち込みから立ち直るためには、大学等の先端的な研究成果を活用した国際競争力のある

新たな産業創出や技術の高度化が不可欠であるという国の方針によるもので、１９８０年代以降、ア

メリカ経済が「産学官連携」による先端産業の創出で経済が活性化したことにならったもので

す。アメリカにおける成功例としては、IT産業の集積で有名なシリコンバレーでの取り組みがあ

げられます。

官庁からの公的資金の提供や知的財産権に関する優遇措置等により、事業化までのリスクが従

来に比べ著しく低減したため、企業は技術の高度化や新製品開発を目的とした「産学官連携」に

積極的に取り組みやすい状況になりました。しかし、従来の「産学官連携」では素晴らしい実績

をあげるものがある反面、技術開発に偏重して市場性を軽視したり、事業化に際しての資金調達

計画の未熟さから計画通りに事業化が進まず、プロジェクトの継続が危ぶまれるものも少なくあ

りません。

このような状況から脱皮するために生まれた「産学官金連携」は「産学官連携」に「金融機

関」を加えたもので、数年前から国や地方自治体が提唱し、マスコミでもたびたび報道されてい

ます。

「産学官金連携」における金融機関の役割は、大きく分けて以下の２つになります。

①金融機関が、プロジェクトの最初から関与して事業化計画のチェック等を行うとともに、段階

に応じて設備資金や運転資金を提供する。加えて、金融機関のネットワークを活かした企業と

のマッチングや販路開拓支援等を行う。

②技術的な課題を抱えているが、産学連携等の経験がなく何処に相談するかわからない企業につ

いて、日常的に取引のある金融機関が相談窓口となり、技術指導等を行う支援機関や大学等に

取り次ぐ。

従来の「産学官連携」では総体的に先端技術追求型が多く、なかなか事業化に至らなかったこ

とや規模が大きく中小企業が参入しにくかったため、「産学官金連携」では、事業化（新製品・

新サービス）に近いプロジェクトの支援や、産学連携に不慣れな中小企業を金融機関が支援機関

へ取次ぎ、技術課題の解決につなげるシステム等が重視されています。

視点

「産学官金連携」のススメ

― ４ ―



連携を構築
ソフト支援

事業計画の作成 新連携支援北海道地域
戦略会議事務局

北海道経済産業局等に
申請・認定を受ける。

事業計画の実施

事 業 化

フォローアップ（コンサルティング）

【支援措置】
①補助金
②政府系金融機関の低利融資
③信用保証の特例
④高度化融資
⑤中小企業投資育成�の出資
⑥特許料減免措置
⑦設備投資減税
⑧情報処理推進機構の債務保証

「新連携支援制度」と「企業ニーズ集約・対応機能強化」システム

「産学官金連携」を支援するものの一例として、「新連携支援制度」や「企業ニーズ集約・対

応機能強化」システムがあります。道内でも多くの企業が活用している制度ですので、その概要

と事例を簡単に紹介いたします。（詳細は、北海道経済産業局のホームページhttp : //www.hkd.

meti.go.jpをご覧ください）

新連携支援制度

道内には、優れた技術やアイデア等の�強み�をもって大きな市場に挑戦しようとする中小企
業は多数存在しますが、「営業する人がいない」「設備投資するための資金がない」「市場に精通し

た人がいない」等、�不得手�な部分を抱えていることから実現につながらないケースが多くあ
ります。

この�不得手�な部分を異業種の企業や大学、研究機関、金融機関等がそれぞれの強みを持ち
寄って補完し、１社ではできなかった新たな製品やサービスの開発、販売につなげるのを支援す

るのが「新連携支援制度」です。「新連携計画」の認定を受ければ、金融を中心に補助金や信用保

証の特例、税制優遇等の各種メニューが適用になり、中小企業診断士等の専門家が事業化までき

め細かくフォローします。

新連携支援制度の流れ（「新連携navigation」北海道経済産業局から抜粋）

視点
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平成１７年度は道内で１４件の「新連携計画」が認定され、事業化に取り組んでいます。その中か

ら、製品開発から販売開始に至った事例を紹介します。

A社をコア企業とする連携体は、新連携の認定を受けて開発していた北海道産の有用微生
物を使用し、家畜の腸内環境を改善・安定化させる新たな家畜用サプリメントの商品化に成
功しました。これまでも畜産農家等へのサンプル出荷を行っていましたが、このたび取引先
の評価が得られ、継続的に販売することになりました。
A社のサプリメントの供給を受けたB社が鶏卵を生産し、道内スーパーC社が安全・素材

・味にこだわった自慢の一品として、５月１日より一部店舗にて販売を開始しています。ま
た、郷土料理店D店では、朝食に限定品として提供しています。
さらに、E社（飼料卸・名古屋市）を通じて、九州・沖縄県等の畜産農家への販売も開始
しました。 （北海道経済産業局ホームページより抜粋・要約）
なお、本プロジェクトについては、当行が支援金融機関として参加しています。

自社の�強み�を活用した新製品、新たなサービスの開発、販売を考えているが、�不得手�
の分野があるために事業化に取り組めない方は、「新連携支援制度」の利用を検討されてはいか

がでしょうか。

なお、道内１４件の認定計画の内、当行は５件に支援金融機関として関わっていますが、これは

国内民間金融機関としてはトップクラスの実績です。

問合せ先は次のとおりですが、当行業務推進部新事業支援室でも取り次ぎいたしますので、お

気軽に最寄の支店にご照会ください。

〔問合せ先〕

新連携支援北海道地域戦略会議事務局（（独）中小企業基盤整備機構北海道支部内）

TEL ０１１－７３８－２１００

「企業ニーズ集約・対応機能強化」システム

道内には技術開発に取り組みながらも、人材や設備等が不足し、課題の解決に至っていない企

業が多数あります。このような場合、道立食品加工研究センター、道立工業試験場等の公設試験

研究機関や大学等を活用することが有効ですが、これらの機関とのパイプが無く、機会を逸して

いる企業は少なくありません。

「企業ニーズ集約・対応機能強化」システムは、企業が日常接している金融機関の窓口を活用

することにより相談を行いやすくし、企業の技術課題の解決につなげようとするものです。

金融機関は企業の技術的課題を北海道経済産業局に取り次ぎます。北海道経済産業局はR&B

パーク大通サテライト（北海道経済産業局や北海道など１４団体で構成する運営協議会で運営され

ている産学官連携の総合窓口）と連携し、個々の企業の実情に応じてアドバイスや試験・検査等

を行う試験研究機関等とのパイプづくりを行い、技術課題の解決を支援します。

視点
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企　　　業�
【技術課題等の相談ニーズ】�

道内41金融機関で対応�

Ｒ＆Ｂパーク�
札幌大通サテライト�

【相談対応先の仲介支援】�

北海道経済産業局�
【相談ニーズの対応先の仲介】�

金融機関支店�
【相談ニーズ収集】�

○製品開発・技術改良等�
　の課題を金融機関がお�
　聞きします。�

○企業の課題対応先の�
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○相談対応�
　・アドバイス�
　・試験・検査の実施等�
　→技術課題の解決�

金融機関本店�
【相談ニーズの取りまとめ】�

道内の大学・�
公設試験研究機関等�
【相談ニーズの解決】�

1

2

3

4

○企業課題を適切な�
　機関へ仲介�

「企業ニーズ集約・対応機能強化」システム概要（北海道経済産業局ホームページより抜粋）

平成１７年１０月から平成１８年４月末までに３４件の相談が寄せられ、「すでに技術課題が解決した

事例が１件」「アドバイス、検査等がなされ技術課題の解決に向かって相談継続中の事例が１２件」

あり、確実に事業化に向かっています。

参考までに、「技術課題が解決した事例」を紹介します。

A社は高度な土壌改良技術を基盤に、緑化工事の設計・施工を行っていますが、パークゴ
ルフ場の芝管理で発生する刈芝を堆肥化・肥料化する事業を試行しており、敷地内で堆肥化
→土壌還元→高品質の芝の育成を行っています。
堆肥化の過程で発酵臭がかなり発生することから、ゴルフプレーヤーに迷惑にならないよ
うに臭いがほとんど発生しない発酵方法はないかと、当行支店に相談がありました。
当行が北海道経済産業局に取り次ぎ、北海道経済産業局が相談対応研究機関としてNPO法
人へ仲介し、NPO法人のアドバイスを実践することによって、発酵臭の抑制に成功しました
（技術課題の解決）。A社はさらに研究を進め、高品質の土壌改良剤の開発に着手していま
す。A社は技術課題を解決することによって事業化に成功し、当行はその事業資金を融資し
ました。（北海道経済産業局のホームページより抜粋・要約）

「企業ニーズ集約・対応機能強化」システムは、取引金融機関が窓口になるため、企業にとっ

ては利用しやすい制度です。当行にも５件の相談が寄せられ、道内民間金融機関では最も多くな

っています。当行本・支店にご遠慮なくご相談下さい。

「産学官金連携」は、決して先端産業や大企業のためだけに有るものではありません。自社の

技術力の向上や新製品の開発に有効な手段ですので、本稿でご紹介した各支援機関を積極的に活

用することをお勧めします。

北洋銀行 業務推進部 新事業支援室室長 末富 弘

視点
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図表１ 政府に対する要望（内閣府「国民生活に関する世論調査」「社会意識に関する世論調査」）

はじめに

昨今、新聞には少子化問題に関する記事が毎日のように掲載されている。また政府や経済団体

も少子化対策として様々な案を検討中である。例えば政府では、少子化対策推進会議の専門委員

会において「地域や家族の多様な子育て支援」・「働き方に関わる施策」・「経済的支援」を柱とした

報告が取り纏められ、本年７月に閣議決定される「経済財政再建と構造改革に関する基本方針

（骨太の方針）」に骨子が盛り込まれる予定であるという。また子育て支援の財源については、高

齢者対策に偏重した社会保障支出を見直すことや「育児保険」「子育て基金」等の創設も議論され

ている。

さらに日本経済団体連合会においても「産業界・企業における少子化対策の基本的取り組みに

ついて」と題した報告書が作成され、働き方の多様化や仕事と育児の両立支援などに向け、各企

業が自主的に取り組む必要性を訴えている。

しかし一方で、識者の中には「少子化が進展しても、生産性の高い産業が生き残り、経済は発

展する」という意見や「グローバルに考えると、地球環境の維持やサスティナブル・デベロップ

メント（持続的発展）のためには一部地域の少子化はやむを得ない」と、少子化を肯定する向き

もある。

そこで本レポートでは※合計特殊出生率が１．０１（平成１６年）と、全国の政令指定都市では最も

低水準で、将来の生産人口減少が懸念される札幌市を例にとって「少子化が経済に与える影響」

を検証し、また問題点については改善策を提言したい。

１．少子化問題に関する関心度

その前にまず、少子化問題に対する世論・関心度について確認する。図表１は内閣府調査によ

る「政府に対する要望」をまとめたものである。上段は平成１７年の調査において要望が高かった

順に項目を列挙したものであり、下段の表は平成１０年と平成１７年の調査結果を比較し、要望の増

加率順に項目を並べ替えたものである。

レポート

少子化が経済に与える影響と対策
～札幌市の例から考える～

※合計特殊出生率：１５歳～４９歳までの女性について、特定の年次に年齢別出生率を調査し、これを合計した数値。代表的な出生力
の指標。女性が年齢別出生率通りに子どもを産むと仮定した場合の、一人の女性が生涯に産む子どもの数に相当する。
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ここから読み取れることは、

�「少子化問題」に関する関心が高まってきた。
�「医療・年金改革」や「高齢者対策」と比較した場合、要望は低水準にとどまる。
といった点であろう。少子化対策は「団塊ジュニアが出産・育児適齢期となる今後５年が勝負」

と言われる中で、世論も高まりを見せているのは歓迎すべきことである。しかし未だに「高齢者

対策」等より要望が少ないのは、高齢者問題・医療年金問題が顕在化しているのに対して、少子

化問題が現段階では潜在的なもので、個人生活への影響が感じにくい為であると考えられる。

そこで以下に「少子化問題」がマクロ経済に与える影響はもとより、個人生活や企業経営に及

ぼす影響に関して、より具体的に検討していく。

２．身近な例から考える「少子化問題」

さて「少子化問題」考えるにあたり、まず

は身近な「牛乳」の例を取り上げたい。図表

２は「年齢別乳類摂取量」を示すグラフであ

る。同表から、乳類の消費が１９歳以下の若年

層に支えられていることが分かる。

一方、翻って現在の生乳をめぐる状況をみ

ると、需要の低迷から、北海道では本年３月

に約９００トンの生乳が廃棄された。この２つ

の事実を考え合わせると、このまま少子化問

題を放置すれば、北海道の酪農はさらに厳しい状況を迎えることが容易に想像される。また北海

道農業産出額の中で、生乳産出額の占める割合が約３割に及ぶことを考慮すると、「北海道農業

そのものが危うくなる」という可能性も否定できない。

事はそう単純ではないが、身近な牛乳ひとつをとっても「少子化問題」が影響を及ぼしている

ことは間違いない。そしてこれは牛乳の話だけでなく、マクロ経済全体に係わる問題であるとも

考えられる。

３．少子化がマクロ経済に与える影響

では、少子化はマクロ経済にどのような影

響を及ぼすのであろうか。そこで本レポート

では、札幌市におけるGDPと人口の関係をも

とに、少子化がマクロ経済に与える影響を検

証する。

まず、そもそも経済状況を表す「GDP」と

「人口」の間には何らかの関係があるのだろ

うか。そこで図表３を見ていただきたい。こ

図表２ 年齢別乳類摂取量（厚生労働省「H15年度 国民
健康栄養調査」）

図表３ 札幌市名目GDP伸び率と人口増加率の相関
（札幌市「市民経済計算」「人口統計」）

レポート
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のグラフは札幌市の名目GDP伸び率と総人口

の伸び率を比較したものである。グラフの形

状を見ても似通っており、相互に何らかの関

係があると推測できる。また両指標の相関係

数は０．９０と非常に強い正の相関を示している。

このことから、人口の増加（減少）はGDPの成

長（マイナス成長）要因となることが分かる。

さらに「人口」の中で特に生産と関係が深

いと思われる「昼間就業者数」と「GDP」の

伸び率についての相関関係を検証したものが

図表４である。同グラフからは右上がりの近

似式が導かれ、昼間就業者数の増加（減少）

がGDPの成長（マイナス成長）を促すことが

分かる。

そこでこの近似式に基づいて札幌市GDPの

将来予測を試みた。まず平成２７年度の昼間就

業者数を国立社会保障・人口問題研究所の

「人口推計プログラム」等から予測したとこ

ろ、約８８万人（平成１４年度比▲６万人）とな

ることがわかった。そして次にこの就業者数

に基づき札幌市GDPを推計したところ、平成２７年度のGDPは約６兆円（平成１４年度比▲１兆円）

と平成２年～平成４年前後の水準まで減少するとの結論が導かれた。（図表５）但し、この推計に

おいては今後の生産性向上分などは織り込まれていないことから実際のGDP減少はそこまでには

至らないと考えられる。しかし、いずれにしても少子化問題を放置し、出生率の改善が図られな

ければ、人口が減少し、それと共にGDPが大幅に減少する可能性はぬぐえない。

４．少子化が個人生活に与える影響

さて、それでは少子化がこのまま進展した

場合、個人の生活にはどのような変化が生じ

るだろうか。まず収入面について考えてみ

る。図表６は平成２７年度の札幌市GDPが６兆

円になったと仮定した場合の市民雇用者１名

あたりの年間所得を推計したものである。こ

れによれば、平成２７年には１名あたりの年収

が平成１４年対比▲１８７千円、月収に換算して

約▲１６千円となる見込みである。

図表４ 札幌市名目GDP伸び率と昼間就業者伸び率の相関
（札幌市「市民経済計算」）

図表５ 札幌市名目GDPの将来予測（札幌市「市民経済計算」・国立
社会保障・人口問題研究所「人口推計プログラム」より）

図表６ 札幌市民雇用者１名あたり年収予測（図表５より推計）

レポート
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図表８ 札幌市の将来人口予測（国立社会保障人口問題研究所「人口推計プログラム」より）

また図表７は将来の支出面の変化を示した

ものである。少子化（プラス高齢化）が進む

結果、支出に占める社会保障費の割合が増加

し、消費支出や預貯金へ回る資金が相対的に

減少する様子がわかる。

そして、これらを総合的に勘案した結果、

平成２７年頃の家計では毎月約３０千円の節約を

余儀なくされるとの結果となった。これが平

均的な市民生活にどの程度の影響を及ぼすか

を総務省の「家計調査」をもとに検証すると、教養娯楽に対する毎月の支出相当額を節約しなけ

ればならない、ということになる。さらに平成３７年頃には、社会保障支出負担がさらに増加する

こと、および収入減少の影響で消費支出は一層削減せざるを得なくなるであろう。このように、

少子化問題を放置することは我々個人の「豊かな生活」にも大きな影を落とすといえる。

５．少子化が中小企業に与える影響

次に少子化問題が企業経営に与える影響を考えてみたい。図表８は札幌市の将来的人口構成を

予測したものである。同表の人口ピラミッドを見ると、平成２７年以降生産人口は一貫して減少を

続け、平成３７年にはピラミッドが逆三角形となっている。このように、北海道における人口の一

極集中が進んでいる札幌でも、その人口構成を考えると、今後はいわゆる「少子高齢化」が進む

ことが分かる。そしてこうなると企業では必要な労働力が確保できなくなる可能性がある。

そこで平成２７年の札幌市における従業員規

模別昼間就業者の減少を推計した。（図表９）

すると札幌市全体では約６０千人の就業者が減

少する見込みであることがわかった。（平成１４

年比）なお同表では各事業所の労働者が平均

的に減少するものと仮定しているため、当然

ではあるが、事業所数の多い従業員規模１～

４名の小規模企業への影響が最も大きいとい

図表７ 家計の支出構成の変化（内閣府経済諮問会議資料）

図表９ 平成２７年の札幌市昼間就業者数予測
（総務省「H１６年度 事業所・企業統計調査」および図表５より）
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う結果となった。

対して中小企業の少子化に対する問題意識

はどの程度か。図表１０は中小企業の子育て支

援に対する取り組みについての調査結果であ

る。これによると約８割が「特に行っていな

い」としており、残念ながら中小企業の危機

意識は希薄であると言わざるを得ない。で

は、なぜ中小企業においては子育て支援への

取り組みが遅れているのであろうか。図表１１

は中小企業が子育て支援に取組まない理由を

項目別に質問したものである。同調査によれ

ば全般的に「従業員のニーズが無い」との回

答が多いほか、企業の支出が伴う項目（ベビ

ーシッター費用補助・託児施設設置運営）に

関しては「会社負担が大きい」こと、そのほ

か多様な勤務形態（在宅勤務・フレックスタ

イム等）については「業務になじまない」こ

とを主な理由としている。しかし逆に従業員

に対して企業に実施してほしい子育て支援策

を質問した結果、会社サイドで「ニーズ無

し」としたほとんどの項目について実際はニ

ーズがあり、この「企業と従業員のギャッ

プ」が中小企業における子育て支援推進を阻

害するひとつの要因であると考えられる。ま

た「会社の資金負担」も大きなファクターで

あることは間違いない。

さらに「職場の意識」が変わらなければ、企

業における子育て支援は進まない。例えば図

表１２は企業経営サイドと従業員の両者に対し

て「マイナス評価される男性像」について質問

した結果であり、「子育てにしっかり関わる」

ことをマイナスと回答した割合を見ると、実

は企業サイドより従業員側の方が多くなって

いる。従って中小企業における少子化対策を

実効性あるものとするためには、今後職場の

意識や雰囲気の改革も必要となるであろう。

図表１０ 中小企業の子育て支援に対する取組み
（こども未来財団 平成１６年度「中小企業の子育て支援に関する調査」）

図表１１ 企業が子育て支援に取組まない理由
（こども未来財団 平成１６年度「中小企業の子育て支援に関する調査」）

図表１２ マイナス評価される男性像
（こども未来財団 平成１６年度「中小企業の子育て支援に関する調査」）
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６．公的機関に求められること

さて、ここまでは少子化がもたらす影響に
ついて、マクロ経済・個人の生活・企業経営
といった視点から検証した。では少子化対策
のための、公的機関に対する要望にはどんな
ものがあるのだろうか。
図表１３は企業経営サイドが望む公的支援に
ついての調査結果である。これによれば、
「保育所の整備」とともに、やはり「費用助
成」のニーズが高い。図表１１における子育て
支援項目の中で、「会社の負担が大きい」こ
とを理由に取組んでいないものについて、企
業としては公的機関にその役割を担ってほし
いと願っていることが分かる。
それでは個人サイドからみた場合は、どの
ような要望があるのだろうか。図表１４は内閣
府が子どものいる女性を対象に「少子化対策
として重要であると考えているもの」を聞い
た結果である。これによると個人の側からは
「経済的支援」へのニーズが最も高い。また
特徴的なものとして「出産・子育て退職後の
再就職支援」「仕事と育児の両立支援に取組む
事業所への支援」などを求める声も多く、個
人のニーズは多岐にわたっていることが分か
る。
さらに、要望が最も多い「経済的支援」に
ついての具体的ニーズをみると、個人の約７
割が「保育料または幼稚園費の軽減」を求め
ている。またそのほかの主な項目では、「乳
幼児医療の無料化」「児童手当金額の引上げ」
「児童手当支給対象の引上げ」「保育料や教育
費を経費とする所得税減税」「子どもの多い世
帯の所得税減税」等が挙げられており、個人
の側から見ると、子どもが生まれてから保育
・教育期が終了するまで、何らかの経済的援
助を必要としていることがわかる。（図表１５）
政府・地方公共団体の財政が厳しいのは間
違いないが、企業サイドと個人サイドがとも

図表１３ 仕事と子育ての両立を促進する方法として（企業が）公的機関に期待
するもの（日本労働研究機構「育児や介護と仕事の両立に関する調査」）

図表１５ 経済的支援が重要と考えている人の具体的要望
（内閣府「少子化社会対策に関する子育て女性の意識調査」）

図表１４ 少子化対策として重要と考えているもの
（内閣府「少子化社会対策に関する子育て女性の意識調査」）
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に経済的な支援を必要としていることから、少子化対策に取組むには小手先では済まされず、し

っかりとした財源確保と経済支援を視野に入れる必要があるだろう。

７．少子化対策についての提言

以上のように、少子化をこのまま放置すれば、将来的にはマクロ経済のみならず、個人の生活

や企業も影響を受けることがわかった。そこで以下に少子化への対策として、企業や行政に望ま

れる点を中心に具体策を提言したい。

（１）職場体験学習の充実

少子化に対する直接的な対策としては「結婚の促進」と「結婚後子供ができること」の２段階

がある。このうち、結婚促進については、フリーターより正社員の男性の結婚率が高い（図表

１６）ことを考えると、職場体験学習の充実が間接的に役立つものと考えられる。というのは、正

社員にならずフリーターとして働く若者のうち、約２割は「どういう仕事に向いているか分から

ない」ためフリーターとなっているからである。したがって今後職場体験学習の機会を学校側が

増やし、そして企業がそれを受け入れること

によって、適性不明型のフリーターを減らす

ことができるものと考えられる。またその結

果、正社員が増加して結婚率も改善される可

能性がある。

（２）男性の育児休業強制取得

少子化が企業に与える大きな問題の１つが労働力不足であることは前述の通りである。そして

労働人口が不足すれば、当然女性への「働き手」としての期待は高まる。であれば早急に「育児

・家事は女性の役割」という意識を改める必要がある。そのためのひとつの試みとして男性の育

児休業義務化を進め、男性も育児に関わる仕組みを検討してはどうか。実際、少子化に対して

様々な施策を実施して効果を挙げているスウ

ェーデンでは、育児手当支給の条件として父

親の育児休業取得が半ば義務化されており、

男性の休業取得率は約８割に上る。（図表１７）

こういった制度が少子化対策を後押ししてい

くと考えられる。

（３）経済的支援措置の強化

先に触れたように、少子化対策を論じる中でまず挙げられるのが「経済的支援」である。なか

でも個人では保育料・医療費・児童手当等への支援や所得税減税などのニーズが高く、また企業

からも子育て支援策を実施する際の助成金などを求める声が強い。ただ残念なことに、政府や地

図表１６ 過去２年間の結婚状況（独身男性）
（厚生労働省「第３回 ２１世紀成年者縦断調査」）

図表１７ スウェーデンにおける育児休業取得状況
（内閣府「Ｈ１７年度 少子化社会白書」）
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方公共団体の財政は厳しいことからなかなか実現に至っていないのが現状であろう。しかし少子

化対策はいわゆる「団塊ジュニア」が結婚から子育てに向かう今後５年に実施されることが望ま

れる。さて、財源はどうすべきか。結論は簡単ではないが、まず少子化への対策が優先度の高い

政策であることに対する世間的な理解が必要である。

その上で１つの参考となるのは、平成１７年６月にNHKが「人口減少社会」と題する番組内で

実施したアンケートの結果である。同アンケートによれば、約８割が「子育て支援の為の負担増

加は受け入れる」としている。（図表１８）少子

化問題を取り上げた番組でのアンケートであ

り、結果については多少割引いて考える必要

があるものの、このアンケートを見る限りで

は、例えば高齢者に対する介護保険に対応す

るような「育児保険」制度の導入なども検討

できるのではなかろうか。

（４）子育て支援実施企業に対するメリット提供

現状、中小企業においては子育て支援が進んでいないこと、またその原因として「企業と従業

員の間にある育児支援に対するニーズギャップ」「企業の経済負担」「職場の意識」などがあること

は既に触れた。しかしそれ以外に企業がなかなか行動に移らない背景としてまず考えられるの

は、子育て支援を行った場合の直接的なメリットがすぐに感じられない点にあるのではないか。

そこで、仕事と育児の両立支援に取組む企業については、子育て休業者の代替要員を確保する場

合の助成や取り組み企業をエクセレントカンパニーとして公表する等、何らかの直接的メリット

を積極的に提供する必要があると思われる。

（５）女性が働きやすい職場環境の整備

労働力不足が懸念される中で、女性の活躍

の場はますます増加し、働き手としての期待

は高まる一方である。そこで望まれるのは育

児休業制度の整備と利用しやすい職場の雰囲

気作り、社内託児所等のハード面の準備など

である。厚生労働省の調査によれば、育児休

業制度が整備されており、かつ利用しやすい

雰囲気がある場合、出生率がアップするだけ

でなく、女性が出産後も仕事を継続する率が

高まるという結果になっている。（図表１９）こ

のように女性が働きやすい職場環境を整備す

ることは、少子化対策の意味でも、また優秀

図表１８ 子育て支援の為の負担増加について
（NHK【日本の、これから】「人口減少社会」番組内アンケート）

図表１９ 育児休業制度の有無と出生・女性就業の関係
（厚生労働省「第３回 ２１世紀成年者縦断調査」）

図表２０ 北洋銀行 企業内託児所の様子
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な労働力を確保する意味でも重要なポイントであり、企業も積極的に取組むべき課題であろう。

なお、手前味噌になるが、弊行でも本年４月から企業内託児所を開設し、女性の働きやすい環境

づくりに着手している。（図表２０）

（６）高齢者人材バンクの整備

育児休業の制度を考える場合、企業にとっ

てネックとなるのが代替要員をどうやって確

保するかという点である。そこで現在、行政

や商工会議所などが其々独自に取組んでいる

「高齢者人材バンク」を活用するのはどうだ

ろうか。現在の高齢者人材バンクは、高齢者

への生きがい提供と地域社会の活性化を中心

とした考え方であるが、ここに育児休業の代

替という側面を加えて整備することで、少子

化対策・高齢者対策・地域活性化の全ての面で役立つ制度が実現できるからである。（図表２１）

（７）施策の複合的実施

スウェーデンにおいて、少子化対策の取り組みが功を奏していることは既に触れた。そのスウ

ェーデンでは様々な施策が複合的に展開されている。例えば、その１つが前述の「男性の育児休

業取得」であり、他にも休業中の所得面での支援、休業者が出た場合の代替要員確保支援などが

実施されている。一方、現在日本で実施されている少子化対策は、其々が結合しておらず、単発

的な感が強い。

しかし各施策は単発では効果が薄く、特に少子化対策への認知度を高めていくための「プロモ

ーション」においては相乗的な効果が求められる。

そこで、地方公共団体等が少子化対策を考える際には、一般に企業が実施しているマーケティ

ングの手法を取り入れてはどうであろうか。

なかでもマーケティングミックスの考え方は応用が可能と思われる。そもそもマーケティング

ミックスとは、戦略を展開する際の４本の柱

（４P＝Product･Place･Price･Promotion）を示

したもので、これを網羅すれば施策に漏れが

ないという考え方である。そしてこれを少子

化対策にあてはめた場合のひとつの例が図表

２２である。このように複合的で且つ小手先で

はない対策が無ければ、急速にすすむ少子化

を食い止める、またはソフトランディングさ

せていくことは難しい。

図表２１ 高齢者人材バンク活用のスキーム
（原案：札幌市経済局）

図表２２ 少子化対策におけるマーケティングミックス例
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８．おわりに

平成１８年６月１日、厚生労働省は「平成１７年人口動態統計月報年計（概数）」を発表した。そ

れによると全国の合計特殊出生率は１．２５と過去最低を更新し、また北海道の合計特殊出生率は

１．１３と、東京・奈良に次ぐワースト３に名を連ねている。そして、人口減少は政府や国立社会保

障・人口問題研究所の予想を上回るスピードで進行しているとの見方もある。

こういう中で、年金・医療といった社会保障の仕組みが将来危うくなるという点が話題の中心

となっている。確かに社会保障の維持は大きな問題である。ただ、それ以外にも少子化がもたら

す影響があることを本レポートでは検証した。

マクロ経済全体への影響や個人の消費活動ならびに企業経営への影響など、少子化がもたらす

影響は多岐にわたるものである。

そして少子化は、現在すぐに問題とは感じられないかもしれないが、実はもう目前に迫った、

身近で、かつ現在の大人のみならず、将来を担う子供たちまで巻き込んだ大きな問題である。で

あるからこそ、団塊ジュニアの世代が出産・育児適齢期となる今、様々な対策を複合的かつ早急

に打つ必要がある。

確かに、冒頭に触れたとおり、少子化対策を行うことについては異論もある。ただ、今こそ議

論を尽くす時である。そしてその論拠を明確にすることが重要ではないだろうか。

本レポートがそのためのきっかけとなれば幸いである。
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年月

（邦暦）

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

１２年＝１００前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）

１４年度 ９４．２ １．５ ９３．３ ２．８ ９６．１ １．６ ９４．８ ３．５ ９１．０ △０．８ ８６．５ △５．８
１５年度 ９４．１ △０．１ ９６．６ ３．５ ９５．０ △１．１ ９８．８ ４．２ ８７．８ △３．５ ８５．４ △１．３
１６年度 ９４．３ ０．２ １００．５ ４．０ ９５．１ ０．１ １０２．５ ３．７ ８７．３ △０．６ ８７．５ ２．５
１７年度 ９０．９ △３．６ １０２．１ １．６ ９２．１ △３．２ １０５．０ ２．４ ９０．０ ３．１ ９０．３ ３．２

１７年１～３月 ９４．６ ０．３ １０１．２ １．２ ９６．１ ２．６ １０２．３ ０．４ ８９．９ △０．６ ９２．０ ２．５
４～６月 ９０．４ △４．３ １０１．１ ０．３ ９１．３ △４．０ １０３．５ ０．２ ８９．８ △０．７ ９２．３ ２．３
７～９月 ８９．６ △５．１ １００．６ △０．２ ９１．１ △４．０ １０４．１ ０．９ ９１．１ ２．４ ９４．１ ３．１
１０～１２月 ９０．６ △４．８ １０３．４ ３．０ ９２．３ △３．１ １０６．５ ４．２ ８９．４ △３．５ ９４．３ ５．３

１８年１～３月 ９４．３ ０．０ １０４．０ ３．２ ９４．６ △１．３ １０６．６ ４．６ ９２．７ ３．１ ９５．０ ３．２
１７年 ４月 ９２．７ △２．２ １０１．７ △０．１ ９４．３ ０．２ １０４．６ ０．６ ８９．５ △１．８ ９２．１ ０．８

５月 ８８．２ △４．８ １００．９ １．３ ８８．２ △５．３ １０２．３ △０．４ ８８．７ △２．８ ９２．２ ２．７
６月 ９０．２ △５．５ １００．８ △０．２ ９１．５ △６．８ １０３．６ ０．４ ８９．８ △０．７ ９２．３ ２．３
７月 ８９．０ △７．４ ９９．９ △２．６ ９１．０ △６．５ １０３．２ △２．１ ８９．９ △０．２ ９２．６ ５．０
８月 ８９．５ △６．３ １００．９ １．４ ９０．７ △４．３ １０４．８ ３．５ ９０．１ △０．２ ９３．７ ４．１
９月 ９０．２ △１．８ １０１．１ ０．９ ９１．７ △１．２ １０４．２ １．４ ９１．１ ２．４ ９４．１ ３．１
１０月 ８９．８ △６．０ １０１．６ ２．１ ９１．０ △４．４ １０５．４ ３．７ ９０．７ ０．２ ９２．６ ２．３
１１月 ９０．９ △３．８ １０３．６ ３．４ ９２．２ △３．２ １０６．６ ４．２ ９１．１ ０．１ ９４．２ ３．７
１２月 ９１．２ △４．３ １０４．９ ３．５ ９３．７ △１．６ １０７．６ ４．４ ８９．４ △３．５ ９４．３ ５．３

１８年 １月 ９７．０ １．７ １０４．８ ２．７ ９８．５ ２．６ １０７．８ ４．４ ９０．１ △１．５ ９４．６ ３．５
２月 ９２．４ △１．９ １０３．５ ３．９ ９２．８ △２．３ １０５．６ ５．４ ８９．８ △１．７ ９４．８ ２．８
３月 ９３．５ ０．３ １０３．７ ３．１ ９２．６ △３．９ １０６．５ ４．１ ９２．７ ３．１ ９５．０ ３．２
４月 ９２．５ ０．３ １０５．３ ３．８ ９３．８ ０．１ １０９．３ ４．８ ９０．９ １．６ ９４．９ ３．１

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業指数は季節調整済み（１２年＝１００）。前年比（前年同月比）は原指数による。在庫指数の四半期計数は最終月指数。

年月

（邦暦）

大型小売店販売額
大型店計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
１４年度 １，０４８，００９ △３．３ ２２０，４１３ △２．０ ３８８，５７４ △３．７ ９３，１５１ △２．３ ６５９，４３４ △３．１ １２７，２６２ △１．７
１５年度 １，０３６，５４１ △６．３ ２１７，３３８ △３．３ ３８３，２９８ △９．４ ９０，８６５ △２．４ ６５３，２４３ △４．５ １２６，４７３ △３．９
１６年度 １，００６，３２５ △４．８ ２１３，８００ △４．０ ３６１，９０５ △４．８ ８７，８３２ △３．２ ６４４，４１９ △４．８ １２５，９６９ △４．５
１７年度 ９８８，１７９ △３．０ ２１２，６０５ △１．７ ３５０，７４６ △１．８ ８７，５８９ ０．３ ６３７，４３３ △３．７ １２５，０１６ △３．２

１７年１～３月 ２４２，２４４ △４．６ ５１，８８５ △４．０ ８７，７９５ △４．４ ２１，１９８ △３．０ １５４，４４９ △４．７ ３０，６８７ △４．７
４～６月 ２４１，７６５ △３．３ ５１，４２２ △２．４ ８３，３８８ △２．５ ２０，６０６ △０．４ １５８，３７７ △３．８ ３０，８１６ △３．８
７～９月 ２３７，５２７ △３．９ ５１，４２８ △２．４ ８３，９９６ △２．５ ２０，６０６ △０．１ １５３，５３２ △４．６ ３０，８２２ △３．９
１０～１２月 ２７０，７９２ △２．５ ５８，５４９ △０．６ ９９，７１７ △０．４ ２５，２１９ １．２ １７１，０７５ △３．８ ３３，３２９ △１．９

１８年１～３月 ２３８，１００ △２．３ ５１，２０６ △１．７ ８３，６４６ △１．８ ２１，１５７ ０．４ １５４，４５１ △２．６ ３０，０４９ △３．１
１７年 ４月 ８１，６９９ △２．０ １７，１３５ △２．３ ２８，６９１ △１．８ ６，９０７ △０．５ ５３，００８ △２．２ １０，２２９ △３．６

５月 ８０，６０６ △５．０ １７，１４７ △３．１ ２７，０１０ △４．１ ６，８３８ △１．４ ５３，５９６ △５．５ １０，３０９ △４．２
６月 ７９，４６０ △３．２ １７，１３９ △１．９ ２７，６８７ △１．７ ６，８６２ ０．７ ５１，７７３ △３．６ １０，２７８ △３．６
７月 ８４，６３７ △３．２ １９，２８５ △１．７ ３１，４６３ △２．０ ８，５１５ ０．６ ５３，１７４ △３．９ １０，７７１ △３．４
８月 ７６，７７６ △４．４ １６，３２４ △２．９ ２４，９２２ △４．１ ５，８２９ △１．１ ５１，８５４ △４．５ １０，４９６ △４．０
９月 ７６，１１４ △４．１ １５，８１９ △２．８ ２７，６１１ △１．７ ６，２６３ △０．２ ４８，５０３ △５．５ ９，５５６ △４．５
１０月 ８１，０４９ △４．９ １７，４８６ △３．４ ３０，０１１ △２．１ ７，２８３ △０．４ ５１，０３８ △６．６ １０，２０３ △５．４
１１月 ８０，６４８ △０．４ １７，９３２ ０．８ ２９，００８ ０．８ ７，６９５ ３．１ ５１，６４０ △１．２ １０，２３７ △１．０
１２月 １０９，０９４ △２．２ ２３，１３１ ０．６ ４０，６９７ ０．１ １０，２４１ ０．９ ６８，３９７ △３．７ １２，８８９ ０．３

１８年 １月 ８４，４１５ △２．６ １８，８４１ △２．８ ２９，５８５ △２．２ ７，７１４ △０．９ ５４，８３０ △２．８ １１，１２７ △４．１
２月 ６８，９０９ △１．９ １４，９１２ △１．９ ２３，０７３ △１．７ ５，８５０ ０．３ ４５，８３６ △２．０ ９，０６２ △３．３
３月 ８４，７７２ △２．４ １７，４５３ △０．３ ３０，９８７ △１．６ ７，５９３ １．８ ５３，７８４ △２．９ ９，８６０ △１．８
４月 ８０，９９９ △２．１ １７，０４４ △０．８ ２７，０４９ △２．６ ６，７９９ △０．４ ５３，９５０ △１．９ １０，２４６ △１．１

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■大型小売店販売額の前年比は既存店ベースによる。

主要経済指標（１）

― １８ ―



年月

（邦暦）

コンビニエンス・ストア販売額 消費者物価指数（総合） 円相場
（東京市場）

日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）１２年＝１００
前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
１４年度 ４２０，６７８ △２．２ ７０，２７９ △１．８ ９８．２ △０．７ ９８．３ △０．６ １２１．９０ ７，９７３
１５年度 ４１９，３６４ △２．２ ７１，３３４ △２．５ ９７．９ △０．３ ９８．１ △０．２ １１３．０３ １１，７１５
１６年度 ４２１，０４５ △１．１ ７２，９７３ △０．８ ９８．２ ０．４ ９８．０ ０．０ １０７．４９ １１，６６９
１７年度 ４１６，６１１ △２．８ ７３，７２４ △２．５ ９８．４ ０．１ ９７．９ △０．１ １１３．２６ １７，０６０

１７年１～３月 ９６，００５ △２．９ １７，１８３ △２．１ ９７．９ ０．３ ９７．６ △０．２ １０４．４７ １１，６６９
４～６月 １０２，５１０ △２．８ １８，２９３ △１．５ ９８．３ ０．１ ９７．９ △０．１ １０７．６３ １１，５８４
７～９月 １１３，１７４ △１．８ １９，６５４ △２．３ ９８．０ △０．２ ９７．８ △０．３ １１１．２４ １３，５７４
１０～１２月 １０４，８８３ △３．３ １８，４６５ △３．４ ９８．４ △０．３ ９８．０ △０．５ １１７．２９ １６，１１１

１８年１～３月 ９６，０４４ △１．９ １７，３１２ △２．７ ９８．７ ０．８ ９８．０ ０．４ １１６．８８ １７，０６０
１７年 ４月 ３２，６３７ △３．２ ６，０４３ △１．２ ９８．２ ０．２ ９７．９ ０．０ １０７．３６ １１，００９

５月 ３４，５１２ △３．５ ６，１２０ △２．０ ９８．６ ０．５ ９８．２ ０．２ １０６．９１ １１，２９７
６月 ３５，３６１ △１．８ ６，１３０ △１．６ ９８．１ △０．３ ９７．７ △０．５ １０８．６３ １１，５８４
７月 ３７，９６０ △４．８ ６，６７８ △４．９ ９７．９ △０．１ ９７．６ △０．３ １１１．９３ １１，９００
８月 ３９，６４５ △２．９ ６，７５９ △１．４ ９８．０ △０．２ ９７．７ △０．３ １１０．７２ １２，４１４
９月 ３５，５６９ △１．８ ６，２１７ △０．３ ９８．２ △０．２ ９８．０ △０．３ １１１．０６ １３，５７４
１０月 ３５，００８ △３．５ ６，１４２ △３．０ ９８．４ △０．３ ９８．１ △０．７ １１４．８２ １３，６０７
１１月 ３３，３４３ △３．８ ５，９２３ △３．９ ９８．３ △０．５ ９７．８ △０．８ １１８．４１ １４，８７２
１２月 ３６，５３２ △３．２ ６，４０１ △３．４ ９８．６ ０．０ ９８．０ △０．１ １１８．６４ １６，１１１

１８年 １月 ３２，３２０ △２．２ ５，７３９ △３．２ ９８．７ ０．７ ９８．１ ０．５ １１５．４５ １６，６５０
２月 ３０，０９５ △１．５ ５，３９７ △２．４ ９８．６ １．０ ９７．８ ０．４ １１７．８９ １６，２０５
３月 ３３，６２９ △２．１ ６，１７６ △２．６ ９８．８ ０．７ ９８．０ ０．３ １１７．３１ １７，０６０
４月 ３２，２４８ △３．７ ５，９３７ △５．０ ９８．９ ０．７ ９８．３ ０．４ １１１．５１ １５，４６７

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 日本銀行 日本経済新聞社

■コンビニエンス販売額の前年比は既存店ベースによる。 ■北海道の消費者物価指数の年度計数は暦年 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値

年月

（邦暦）

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
１４年度 ２０１，０７０ ０．２ ４６，３００ △１４．９ １０６，９３４ ５．３ ４７，８３６ ７．２ ４，８５５，６６３ ２．５
１５年度 １９３，２７２ △３．９ ５２，２１２ １２．８ ９２，０２８ △１３．９ ４９，０３２ ２．５ ４，７３３，４９０ △２．５
１６年度 １８９，５１９ △１．９ ５１，５３５ △１．３ ９０，０６６ △２．１ ４７，９１８ △２．３ ４，７４９，３４２ ０．３
１７年度 １８７，１４５ △１．３ ４６，１５３ △１０．４ ９０，６２４ ０．６ ５０，３６８ ５．１ ４，７５５，３６９ ０．１

１７年１～３月 ５５，７９１ △３．８ １４，４７１ △８．２ ２７，４０１ ０．２ １３，９１９ △６．５ １，４５０，１３１ △１．３
４～６月 ４８，０２６ ４．４ １２，１６５ △１．５ ２３，３０４ ９．２ １２，５５７ １．９ １，０９１，２６４ ８．４
７～９月 ４６，２７９ △２．３ １１，５４３ △１４．４ ２２，６５９ ０．７ １２，０７７ ６．３ １，１７１，１０１ △０．７
１０～１２月 ３７，３８３ △７．４ ９，３７２ △１６．５ １７，６５４ △６．２ １０，３５７ ０．５ １，０３５，９１３ △７．０

１８年１～３月 ５５，４５７ △０．６ １３，０７３ △９．７ ２７，００７ △１．４ １５，３７７ １０．５ １，４５７，０９１ ０．５
１７年 ４月 １５，３１２ ４．５ ３，７６７ ０．５ ７，３６１ １１．９ ４，１８４ △３．３ ３２９，２０８ ８．９

５月 １４，５９１ ４．６ ３，８４５ △０．１ ６，８２４ ９．７ ３，９２２ １．０ ３４４，５９０ ７．９
６月 １８，１２３ ４．１ ４，５５３ △４．２ ９，１１９ ６．７ ４，４５１ ８．２ ４１７，４６６ ８．３
７月 １７，０２４ △５．４ ４，３９１ △１４．３ ８，３７３ △７．２ ４，２６０ １０．８ ４２２，３５４ △２．０
８月 １１，７９３ ０．２ ２，８４５ △１３．３ ５，９２０ ４．４ ３，０２８ ７．６ ２９０，７９５ △０．３
９月 １７，４６２ △０．７ ４，３０７ △１５．２ ８，３６６ ７．２ ４，７８９ １．８ ４５７，９５２ ０．４
１０月 １３，１３４ △２．４ ３，０４５ △１３．８ ６，３５６ △１．８ ３，７３３ ８．１ ３４４，５９７ △１．６
１１月 １３，４９４ △９．１ ３，３０５ △２１．５ ６，４４２ △８．８ ３，７４７ ４．９ ３６５，５７２ △６．６
１２月 １０，７５５ △１０．８ ３，０２２ △１３．４ ４，８５６ △８．２ ２，８７７ △１２．４ ３２５，７４４ △１２．４

１８年 １月 １０，４７９ △２．７ ２，５６７ △９．７ ４，９９０ △３．０ ２，９２２ ５．１ ３２５，３６４ ０．１
２月 １４，６５３ △０．６ ３，４８１ △５．３ ６，９６７ △１．１ ４，２０５ ４．５ ４４３，４９３ ０．７
３月 ３０，３２５ ０．１ ７，０２５ △１１．７ １５，０５０ △１．１ ８，２５０ １５．９ ６８８，２３４ ０．５
４月 １５，４３３ ０．８ ３，５５７ △５．６ ７，２４５ △１．６ ４，６３１ １０．７ ３１２，８４２ △５．０

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

■平成１５年１２月まではシャーシベース、平成１６年１月以降はナンバーベース

主要経済指標（３）

― １９ ―



年月

（邦暦）

新設住宅着工戸数 公共工事請負金額 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

１４年度 ４８，７９９ １．９ １１，４５６ △２．４ １，４６４，９９８ △１０．７ １７９，０８０ △７．２ １０２，６６４ △３．７
１５年度 ５０，７２４ ３．９ １１，７３６ ２．５ １，２０６，９５４ △１７．６ １５４，５８９ △１３．７ １１１，０７８ ８．２
１６年度 ４８，１４８ △５．１ １１，９３０ １．７ １，１２２，１３８ △７．０ １３７，３５４ △１１．１ １１８，２９２ ６．５
１７年度 ５３，０４８ １０．２ １２，４８８ ４．７ １，０６８，８５８ △４．７ １２９，６２２ △５．６ １２４，８９９ ５．９

１７年１～３月 ７，１１６ △１２．７ ２，７１０ １．５ １４０，３３２ △２０．１ ２９，２１２ △５．５ ３３，０５９ ９．４
４～６月 １４，６５７ △３．０ ３，０７８ ２．０ ４４０，２９９ １．９ ３５，３９２ △６．４ ２８，８７５ ２．０
７～９月 １４，６５１ ５．６ ３，３２６ ５．０ ３５３，４７８ △５．４ ３７，８５７ △３．０ ３１，３５１ ８．７
１０～１２月 １５，８９３ ３２．０ ３，２４７ ７．０ １４９，４６１ △１５．２ ３０，６１４ △２．２ ３０，３６３ ８．１

１８年１～３月 ７，８４７ １０．３ ２，８３７ ４．７ １２５，６２０ △１０．５ ２５，７５９ △１１．８ ３４，３０９ ３．８
１７年 ４月 ４，５９２ ５．０ ９６７ ０．６ １４０，３１７ △１４．２ １３，７７９ △１１．３ ９，１１４ ２．５

５月 ４，８５５ △５．４ １，０１９ ３．０ １１９，０４７ ５．７ ８，５８３ △０．４ ８，４２２ △２．７
６月 ５，２１０ △７．１ １，０９２ ２．４ １８０，９３５ １６．１ １３，０３０ △４．７ １１，３３９ ５．４
７月 ４，４０１ △６．７ １，１５３ ８．３ １３０，００９ △１５．４ １１，６６７ △１２．７ ８，９０６ １０．０
８月 ５，２２７ １０．７ １，０９２ ７．０ １１７，５４７ △１．７ １２，０４２ △０．２ ９，１９７ １３．４
９月 ５，０２３ １３．２ １，０８１ △０．２ １０５，９２２ ５．６ １４，１４９ ４．１ １３，２４８ ４．８
１０月 ６，００４ ４２．０ １，１５８ ９．１ ７２，５４０ △２２．１ １２，３７９ △１．４ ８，７１８ ８．５
１１月 ６，３６２ ５６．１ １，１１０ １２．６ ４１，４８２ △２４．５ ９，６１０ △０．９ ９，８７８ ０．２
１２月 ３，５２７ △５．６ ９７９ △０．９ ３５，４３９ ２５．０ ８，６２５ △４．７ １１，７６８ １５．５

１８年 １月 １，７８１ △１６．９ ９２９ △２．２ １３，０２１ △６．７ ６，１７５ △６．８ ８，３００ ９．８
２月 ２，１９８ △１１．５ ９７０ １３．７ １３，１４８ １２．７ ６，０５５ △８．３ １０，０９３ ８．２
３月 ３，８６８ ５５．４ ９３８ ３．３ ９９，４５１ △１３．３ １３，５２９ △１５．４ １５，９１５ △１．６
４月 ４，３４０ △５．５ １，１１３ １５．０ １５１，８３３ ８．２ １１，４０２ △１７．３ １０，２３０ １２．２

資料 国土交通省 保証事業会社協会 内閣府

年月

（邦暦）

来道客数 有効求人倍率 完全失業率 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上）（全 数）

北海道 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

千人 前 年 同
月比（％）

倍 ％
件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％）季調値 原計数

１４年度 １３，５８７ １．５ ０．４８ ０．５６ ６．０ ５．４ ７３３ △８．３ １８，５８７ △５．０
１５年度 １３，０９０ △３．７ ０．５０ ０．６９ ６．７ ５．１ ６２５ △１４．７ １５，４６６ △１６．８
１６年度 １２，７８１ △２．４ ０．５５ ０．８６ ５．７ ４．６ ５７７ △７．７ １３，１８６ △１４．７
１７年度 １２，７０５ △０．６ ０．５８ ０．９９ ５．５ ４．４ ５５５ △３．８ １３，１７０ △０．１

１７年１～３月 ２，８０８ △０．５ ０．５７ ０．９１ ５．９ ４．７ １６８ １０．５ ３，１７６ △１３．４
４～６月 ２，９８４ △２．６ ０．５７ ０．９５ ５．０ ４．５ １３２ △１９．０ ３，２２５ △５．２
７～９月 ３，９９５ ０．２ ０．６０ ０．９７ ５．２ ４．２ １４２ ２９．１ ３，１６３ △４．４
１０～１２月 ３，００９ ２．９ ０．６０ １．００ ５．３ ４．３ １３８ １．５ ３，４３４ ４．２

１８年１～３月 ２，７１７ △３．２ ０．５９ １．０３ ５．５ ４．４ １４３ △１４．９ ３，３４８ ５．４
１７年 ４月 ８２２ △２．３ ０．５４ ０．９３ ↑ ４．７ ３９ △３９．１ ９４６ △２３．５

５月 １，０３７ △３．０ ０．５７ ０．９５ ５．０ ４．６ ４７ △６．０ １，０７２ △１．６
６月 １，１２５ △２．４ ０．５９ ０．９６ ↓ ４．２ ４６ △６．１ １，２０７ １２．０
７月 １，２５３ ０．１ ０．５８ ０．９７ ↑ ４．３ ４８ ２６．３ １，０２４ △８．８
８月 １，４５１ ０．１ ０．６３ ０．９７ ５．２ ４．２ ５８ １１４．８ １，１５２ ５．０
９月 １，２９０ ０．４ ０．５９ ０．９７ ↓ ４．２ ３６ △２０．０ ９８７ △９．４
１０月 １，１７１ ２．３ ０．５９ ０．９８ ↑ ４．５ ３８ △２０．８ １，１７１ ４．２
１１月 ８９６ ３．０ ０．６０ ０．９９ ５．３ ４．４ ５３ ３２．５ １，１１４ ４．７
１２月 ９４２ ３．７ ０．６２ １．０３ ↓ ４．０ ４７ △２．１ １，１４９ ３．６

１８年 １月 ８５６ △１．１ ０．６６ １．０３ ↑ ４．５ ４６ △１４．８ １，０４９ ２．６
２月 ８５５ △７．８ ０．６０ １．０４ ５．５ ４．２ ４８ △２５．０ １，０４４ ３．０
３月 １，００７ △０．９ ０．５１ １．０１ ↓ ４．４ ４９ △２．０ １，２５５ １０．１
４月 ８２３ ０．１ ０．５５ １．０４ － ４．３ ６０ ５３．８ １，０８７ １４．９

資料 北海道観光連盟 厚生労働省
北海道労働局 総務省 �東京商工リサーチ

主要経済指標（２）

― ２０ ―
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